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【規程番号 行法Ⅱ－001】 

 

行吉学園事務組織規程 

 

第１章 総 則 

 

第１条 この規程は、学校法人行吉学園（以下、「学園」という。）の事務組織を定めるとともに、そ

の所掌事務を明確にし、もって事務の適正かつ能率的な遂行を図ることを目的とする。 

 

第２章 事務組織 

 

第２条 学園に次の部局を置く。 

 （1）内部監査室 

（2）経営改革推進室 

 （3）総務企画部            

 （4）財務企画部 

 （5）入試広報部 

 （6）教務事務部 

 （7）学生事務部 

 （8）キャリアサポート部 

（9）幼保連携型認定こども園神戸女子大学附属高倉台幼稚園事務室 

２ 総務企画部に総務課及び情報センター、財務企画部に財務企画課及び施設管財課、入試広報部に

入試広報課を置く。                                       

３ 教務事務部に教務課及び図書館事務室、学生事務部に学生課及び学生支援センター事務室、キャ

リアサポート部にキャリアサポートセンターを置く。 

４ 教務課に管理栄養士養成対策事務室、健康福祉学部実習指導・国家試験等支援対策事務室及び看

護学部実習指導・国家試験支援対策事務室、学生課に学生寮、学生支援センター事務室に学生相談

室及び保健室を置く。 

 

第３条 総務課に総務人事担当、古典芸能研究・事業振興担当、学園企画担当及び大学庶務担当を置

くことができる。 

２ 学生課に置く学生寮、学生支援センター事務室及び学生支援センター事務室に置く学生相談

室に事務職員、技術職員のほか別に定める者を配置することができる。 

３ 幼保連携型認定こども園神戸女子大学附属高倉台幼稚園の所掌事務、職制等については運営

規程の定めによる。 

 

第３章 事務分掌 

 

（内部監査室） 

第４条 内部監査室の分掌事務は、次のとおりとする。 
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（1）学園の業務運営状況並びに財産管理、予算執行及び会計処理等の監査に関すること。 

（2）コンプライアンスに関する管理、運営等の監査に関すること 

（3）危機管理、リスク管理の統括及び重要なリスク等の監査に関すること。 

（4）公的研究費の管理・運営の監査に関すること。 

（5）監事、会計監査人との連携、調整に関すること。 

（6）その他学園の諸規程により定められた監査、職務に関すること。 

 

（経営改革推進室） 

第５条 経営改革推進室の分掌事務は、次のとおりとする。 

（1）学園の経営戦略・計画に関すること。 

（2）経営戦略及び各種プロジェクトの実行・推進に関すること。 

（3）業績管理及び諸課題の解消に向けた企画立案、実行に関すること。 

（4）ガバナンス及び組織力の強化、その他部門間の調整に関すること。 

（5）その他学園運営上の重要事項に関すること。 

 

第６条 総務企画部に置く総務課及び情報センターの分掌事務は、次のとおりとする。 

［総務課］ 

（総務人事担当） 

（1）理事長、副理事長、学長及び役員等の秘書に関すること。 

（2）来賓、役員等の接遇に関すること 

（3）理事会、常任理事会及び評議員会に関すること。 

（4）公印の管理に関すること。 

（5）法人の規程に関すること。 

（6）法人の行う申請、報告、届出、登記及び契約に関すること。 

（7）法人の儀式に関すること。 

（8）法人の渉外に関すること。 

（9）法人に関する文書の収受、発送及び保管に関すること。 

（10）教職員の人事及び服務に関すること。 

（11）教職員の給与管理に関すること。 

（12）旅費管理に関すること。 

（13）教職員の福利厚生に関すること。 

（14）SD の推進に関すること。 

（15）教職員の安全衛生に関すること。 

（16）ハラスメントの対策に関すること。 

（17）固定資産の取得、管理及び処分に関すること。 

（18）認定こども園の管理事務に関すること。 

（19）学園の個人情報保護に係る総合調整に関すること。 

（20）少子化対策等の各種施策に関すること。 

（21）その他法人の業務に関すること（他課の所管を除く）。 
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（古典芸能研究・事業振興担当） 

（1）収益的事業に関すること。  

（2）学生の住居の紹介に関すること。 

（3）行吉学園記念室に関すること。 

（4）オープンカレッジに関すること。 

（5）教育センターの管理業務に関すること。 

（6）ベーカリーカフェの運営に関すること。 

（7）古典芸能に関する調査・研究及び成果の発表に関すること。 

 （8）古典芸能に関する図書・資料の収集及び保管に関すること。 

 （9）古典芸能に関する図書・資料の閲覧及び公刊に関すること。 

（10）その他三宮キャンパスの運営及び教学組織規程に定める古典芸能研究センターに関すること。 

 

（学園企画担当） 

（1）学園の経営戦略に関すること。 

 （2）学園運営に係る重要事業の企画・推進及び進行管理に関すること。 

（3）自己点検・評価の統括、推進に関すること。 

（4）大学連携等の総合調整に関すること。 

（5）内部質保証委員会に関すること。 

（6）中期目標・中期計画、事業計画、事業報告に関すること。 

（7）その他学園の運営に係る重要な事業に関すること。 

 

（大学庶務担当） 

（1）来賓、来訪者の受付及び接遇並びに代表電話に関すること。 

（2）公文書の整理保管に関すること。 

（3）入学式及び卒業式等式典及び儀式に関すること。 

（4）公印の保管に関すること。 

（5）予算・決算の取りまとめ、補助金事務及び会計に関すること。 

（6）教職員の勤務及び人事に関する事務の取りまとめに関すること。 

（7）教職員の出張（海外保険の付保等を含む。）に関すること。 

（8）教職員の福利厚生並びに日本私立学校振興・共済事業団に関すること。 

（9）各種申請及び届け出に関すること。 

（10）渉外に関すること。 

（11）所管する諸規則等の制定及び改廃に関すること。 

（12）郵便物、文書の収受及び発信に関すること。 

（13）備品、用品の購入及び整理保管に関すること。 

（14）紀要等出版物に関すること。 

（15）教職員の慶弔に関すること。 

（16）関係事項の諸調査、統計、報告及び整理、保管に関すること。 

（17）入学手続に関すること。 

（18）部局長等会議、人事委員会、教授会等の主要会議に関すること。 
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（19）研究支援に関すること。 

（20）共同研究及び受託研究等の推進に関すること。 

（21）知的財産権の管理及び活動の推進に関すること。 

（22）研究成果データに関すること。 

（23）教学組織規程に定める学術研究推進部及び臨床心理センターに関すること。 

（24）その他大学の業務に関すること（他課室の所管を除く）。 

 

［情報センター］ 

（1）情報企画事業に関すること。 

（2）ＩＣＴ（情報通信技術）を利用した教育、研究の総合調整に関すること。 

（3）情報ネットワークの整備、管理及び運用に関すること。 

（4）ホームページの管理及び運用に関すること。 

（5）学内のシステム及び DX の推進に関すること。 

（6）その他情報システムに関すること。 

 

第７条 財務企画部に置く財務企画課及び施設管財課の分掌事務は、次のとおりとする。 

［財務企画課］ 

（1）予算書、決算書及び財産目録の作成と管理に関すること。 

（2）長短期の資金の運用と調達に関すること。 

（3）補助金及び助成金に関すること。 

（4）寄附金に関すること。 

（5）税務に関すること。 

（6）会計監査に関すること。 

（7）学納金の管理に関すること。 

（8）金銭出納に関すること。 

（9）諸経費支払いに関すること。 

（10）海外留学生関係費に関すること。 

（11）その他財務会計に関すること。 

 

［施設管財課］ 

（1）施設計画の立案並びに総合調整に関すること。 

（2）施設の営繕及び契約の指導並びに調整に関すること。 

（3）校地、学舎等の整備及び管理に関すること。 

（4）学舎の防災、自衛消防組織の編成及び避難消防訓練に関すること。 

（5）営繕及び警備に関すること。 

（6）電話、電気、ガス及び水道に関すること。 

（7）業者委託職員の業務管理に関すること。 

（8）三宮教育センター、職員宿舎、学生寮、認定こども園の営繕に関すること。 

（9）スクールバス、公用車及び駐車場の管理に関すること。 

（10）学舎等の清掃美化に関すること。 
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（11）廃棄物に関すること。 

（12）エネルギー管理に関すること。 

（13）関係事項の諸調査、統計、報告及び整理、保管に関すること。  

（14）工事請負業者選定委員会に関すること。 

（15）その他学園の施設、設備等に関すること。 

 

 

第８条 入試広報部に置く入試広報課の分掌事務は、次のとおりとする。 

  （1）学園全体の入試基本方針策定及び推進に関すること。 

 （2）入試の実施に関すること。 

（3）大学入学共通テストを利用する入試の計画及び実施に関すること。 

（4）オープンキャンパスの計画及び実施に関すること。 

（5）学生募集に係る渉外及び入試相談に関すること。 

（6）学校案内､入試要項等の作成に関すること。 

（7）高校訪問の計画及び実施に関すること。 

（8）学生募集に係る調査、分析、計画作成に関すること。 

（9）広告の企画、掲載等入試広報に関すること。 

（10）プロモーション戦略に関すること。 

（11）高大連携・交流事業に関すること。 

（12）学園広報活動の企画及び総合調整に関すること。 

（13）学園広報の実施に関すること。 

（14）学園刊行物の企画立案及び発行に関すること。 

（15）報道機関との連絡調整に関すること。 

（16）その他入試、広報に関すること。 

  

第９条 教務事務部に置く教務課及び図書館事務室の分掌事務は、次のとおりとする。 

［教務課］ 

（1）授業の計画運営及び時間割編成に関すること。 

（2）授業科目の履修、単位の修得に関すること。 

（3）教育課程の管理運営に関すること。 

（4）学生の退学、休学、復学、除籍、卒業及び出欠に関すること。  

（5）単位認定及び卒業論文に関すること。 

（6）学位記等に関すること。 

（7）学生の成績、在学、人物、卒業等諸証明に関すること。 

（8）学外実習関係の事務手続きに関すること。 

（9）資格に関する所管官庁への申請･届出事務に関すること。 

（10）資格及び免許状の授与申請手続きに関すること。 

（11）学籍簿の整理保管に関すること。 

（12）研究科委員会に関すること。 

（13）履修の手引き、学生便覧及び講義計画書に関すること。 

（14）教科書、参考書等の購入に関すること。 
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（15）客員講座に関すること。 

（16）学年暦、行事予定に関すること。 

（17）大学教育に関する諸資料の収集整理に関すること。 

（18）関係事項の諸調査、統計、報告及び整理、保管に関すること。 

（19）全学共通教育に関すること。 

（20）FD 活動の推進に関すること。 

（21）IR の推進に関すること。 

（22）学校ボランティア、学校インターシップ及びスクールサポーターに係る事務に関すること。

（23）教職、保育関係各講座及びガイダンスに関すること。 

（24）教職、保育に係る実技指導、面接指導に関すること。 

（25）教職、保育課程カリキュラムに関すること。 

（26）教職課程の自己点検・評価に関すること。 

（27）教職、保育課程運営に関する企画・立案に関すること。 

（28）教職課程に係る学力に関する証明書の作成に関すること。 

（29）保育実習連絡調整会議の事務に関すること。 

（30）公私立学校園及び保育園の求人依頼、開拓、情報収集、採用試験に関すること。 

（31）教職関係卒業生ネットワークに関すること。 

（32）教職・保育のための情報収集及び発信等に関すること。 

（33）教職履修カルテの管理に関すること。 

（34）教員免許更新講習に関すること。 

（35）ライブラリー・コモンズ（須磨キャンパス）の管理運営に関すること。 

（36）ポートフォリオの運用事務に関すること。 

（37）学習支援に関する各種講座等に関すること。 

（38）学習支援に関係する各部・センター（全学共通教育部、国際交流推進部、教務部、学生部、

教職支援センター等）との連絡・調整事務に関すること。 

（39）学習支援推進委員会の事務に関すること。 

（40）国際交流の推進に関すること。 

（41）教育・研究における国際交流の推進に関すること。 

（42）留学生・研究者の派遣及び受入れに関すること。 

（43）国際交流に関する情報収集に関すること。 

（44）学生の海外研修（語学研修を含む。）に関すること。 

（45）教学組織規程に定める教務部、全学共通教育部、教職支援センター及び国際交流推進部に関

すること。 

（46）その他教務、教職支援、学習支援及び国際交流に関すること。 

 

［図書館事務室］ 

（1）図書、雑誌、その他の資料の受入れ、整理及び保管に関すること。 

（2）図書、雑誌、その他の資料の閲覧及び貸出し、検索、相互利用に関すること。 

（3）図書の予算、経理に関すること。 

（4）書庫及び閲覧室等の整備に関すること。 
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（5）図書館関係事項の調査、統計、報告及び整理、保管に関すること。 

（6）ライブラリー・コモンズ（ポートアイランドキャンパス）の管理運営に関すること（教務課

の分掌事務を除く）。 

（7）教学組織規程に定める図書館に関すること。 

（8）その他目的達成に必要な事業に関すること。 

２ 教務課に置く管理栄養士養成対策事務室の分掌事務は、次のとおりとする。 

（1）臨地・校外実習に関すること。 

（2）管理栄養士国家試験対策に関すること。 

（3）その他管理栄養士養成対策に関すること。 

３ 教務課に置く健康福祉学部実習指導・国家試験等支援対策事務室の分掌事務は、次のとおりとす

る。 

（1）資格取得に関わる実習に関すること。 

（2）国家試験対策に関すること。 

（3）その他教育研究支援に関すること。 

４ 教務課に置く看護学部実習指導・国家試験支援対策事務室の分掌事務は、次のとおりとする。 

（1）資格取得に関わる実習に関すること。 

（2）国家試験対策に関すること。 

（3）その他教育研究支援に関すること。 

 

第10条 学生事務部に置く学生課及び学生支援センター事務室の分掌事務は、次のとおりとする。 

［学生課］ 

（1）学友会活動及びクラブ活動の指導助言に関すること。 

（2）学生の参加する行事に関すること。 

（3）学年度初めのオリエンテーションの実施に関すること。 

（4）学生の集会、掲示物及び刊行物に関すること。 

（5）学生の表彰、懲戒に関すること。 

（6）学生の渉外事務に関すること。 

（7）学割証の発行に関すること。 

（8）学生証（通学証明書を含む。）の発行に関すること。 

（9）奨学生（授業料等免除を含む。）に関すること。 

（10）学生寮に関すること。 

（11）学生個人記録原簿の整理及び保管に関すること。 

（12）学生の総合保険に関すること。 

（13）カレッジアワーの運営に関すること。 

（14）遺失物、拾得物の保管に関すること。 

（15）学生食堂、コンビニエンスストア、売店の運営管理に関すること。 

（16）学生関係の諸調査、統計、報告及び整理、保管に関すること。 

（17）教育後援会に関すること。 

（18）地域連携事業等の推進、取りまとめに関すること。 

（19）教学組織規程に定める学生部及び地域連携推進センターに関すること。 
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（20）その他学生の厚生、補導、地域連携事業に関すること。 

 

［学生支援センター事務室］ 

（1）特別な配慮を要する学生からの相談、修学上の支援等に関すること。 

（2）教学組織規程に定める学生支援センターの運営及び学生相談室、保健室との連携に関するこ

と。 

（3）その他学生支援に関して必要な事項に関すること。 

２ 学生支援センター事務室に置く学生相談室の分掌事務は、次のとおりとする。 

（1）学生の修学、その他学生生活における諸問題についての相談業務に関すること。 

（2）教学組織規程に定める学生相談室の運営に関すること。 

（3）その他学生相談に関して必要な事項に関すること。 

３ 学生支援センター事務室に置く保健室の分掌事務は、次のとおりとする。 

（1）学生、教職員に係る健康診断及び保健衛生に関すること。 

（2）学生、教職員に係る健康相談に関すること。 

（3）学生、教職員に係る健康診断票の整理、保管に関すること。 

（4）健康診断書の発行及び学生教育研究災害障害保険に関すること。 

（5）保健室関係事項の調査、統計、報告及び整理、保管に関すること。 

（6）職場の衛生管理に関すること。 

（7）その他保健室の運営に関すること。 

 

第11条 キャリアサポート部に置くキャリアサポートセンターの分掌事務は、次のとおりとする。 

（1）就職指導及び就職先の紹介に関すること（教職及び保育を除く）。 

（2）企業訪問、求人依頼、開拓、情報収集等に関すること（教職及び保育を除く）。 

（3）就職情報の提供及び相談活動に関すること（教職及び保育を除く）。 

（4）就職に関するオリエンテーションの計画、実施に関すること（教職及び保育を除く）。 

（5）職業適性検査等の実施に関すること。 

（6）就職関係の諸証明に関すること。 

（7）キャリアサポートセンター関係事項の調査、統計、報告及び整理、保管に関すること。 

（8）編入学及び進学等に関すること。 

（9）資格取得対策講座、検定試験に関すること。 

（10）キャリア支援委員会に関すること。 

（11）その他就職支援に関すること。 

 

 

第４章 職 制 

 

第12条 内部監査室に内部監査室長を置く。 

２ 内部監査室長は、監事と連携して所管業務を統括する。 

３ 内部監査室長は、所管業務に関する方針を立案し、理事長の承認を得てこれを執行する。 

４ 内部監査室長は、所管業務に関係する各種会議に出席し、指導又は調整する。 

５ 内部監査室長は、別途定められた範囲内で、所管業務に関する案件を決定又は承認する。 
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第13条 経営改革推進室に経営改革推進室長及び推進役を置く。 

２ 経営改革推進室長は、理事長及び学長の命を受け、所管する事務を統括する。 

３ 経営改革推進室長は、理事長及び学長から委任された事項及び定められた範囲内で運営に関して

決定又は承認する。 

４ 推進役は､法人及び大学の経営に関する方針を立案し、経営改革推進室長の承認を得てこれを執

行する。 

５ 推進役は、所要の会議に出席するほか、法人及び大学の運営について指導、調整する等、関係部

門と連携して円滑な運営に努める。 

 

第14条 各部局に部長を置く。 

２ 部長は常任理事（事務統括責任者）を補佐し､その命により､所管業務を統括する。 

３ 部長は所管業務に関する方針を立案し、常任理事（事務統括責任者）の承認を得てこれを執行す

る。 

４ 部長は所管業務に関係する各種会議に出席し､指導又は調整する。 

５ 部長は、別途定められた範囲内で、所管業務に関する案件を決定又は承認する。 

 

第14条 各部局に次長を置くことができる。 

２ 次長は、上司を補佐するとともに、上司の命を受け所管業務を調整、推進する。 

 

第15条 各部局に置く各課室及びセンターに課長（室長を含む。以下同じ。）を置くことができる。 

２ 課長は上司の命により､分掌業務を行う。 

３ 課長は所管業務に関して立案し、所属長の承認を得てこれを執行する。 

４ 課長は所管業務に関係する各種会議に出席し、各部・センターの運営に参画する。 

５ 課長は､別途定められた範囲内で､所管業務を決定又は承認する。 

６ 課長は課内の各職位を監督又は指導する。 

 

第16条 第３条第１項の規定に基づき担当を配置することができる各課室及びセンターに担当課長を

置くことがある。 

２ 担当課長は課長を補佐し、その命により、課長の業務を分担する。 

３ 担当課長は､別途定められた範囲内で､所管業務を決定又は承認する。 

 

第17条 各課室及びセンターに課長補佐を置くことができる。 

２ 課長補佐は、課長及び担当課長を補佐し、その命により所管業務を円滑に遂行する。 

３ 課長補佐は、課長及び担当課長から委任された事項及び別途定められた範囲内で所管業務を決定

又は承認する。 

 

第18条 各課室及びセンターに主任を置くことができる。 

２ 主任は、上司の命を受け、所属員を指揮して分掌業務を行う。 

 

第 19 条 この規程の改廃は､理事会の議を経て理事長が行う。 
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附 則 

この規程は、昭和 61年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 6 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 10年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 11年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 12年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 13年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 14年 6 月 29 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 15年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 16年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 17年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 18 年 5 月 26 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 20 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 
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附 則 

この規程は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

１ この規程は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

２ この規程の施行に伴い、神戸女子大学・神戸女子短期大学事務組織規程（令和 4 年 4 月 1 日

制定）は廃止する。 

附 則 

この規程は、令和 7 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和 7 年 7 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和 8 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和 8 年 7 月 1 日から施行する。 
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行吉学園自己点検・評価推進委員会規程【廃止】 

 

（目 的） 

第１条 行吉学園に、学校教育法に定める自己点検・評価を推進するため、行吉学園自己点検・評価

推進委員会（以下「推進委員会」という。）を設置し、必要な事項を定める。 

（自己点検・評価委員会の設置） 

第２条 行吉学園における自己点検・評価を実施するため、神戸女子大学（含む大学院）、及び神戸女

子短期大学に自己点検・評価委員会を置く。 

２ 法人事務局等に係る自己点検・評価は、神戸女子大学及び神戸女子短期大学自己点検・評価委員

会と連携して実施することとし、法人事務局長が統括する。 

３ それぞれの自己点検・評価運営委員会の規程は、別に定める。 

（職 務） 

第３条 推進委員会は、行吉学園の教育理念、目的及び管理運営、財政について審議するとともに、

神戸女子大学、神戸女子短期大学及び法人事務局等に対して自己点検・評価に対する基本的方針を

示し､それぞれの自己点検・評価を統括する。 

（組 織） 

第４条 推進委員会は、常任理事会構成員をもって組織し、委員長には理事長があたり、委員長に事

故があるときは委員長が代理者を指名する。 

（会 議） 

第５条 推進委員会の会議は、常任理事会開催時に随時開催する。 

（理事会等への報告） 

第６条 委員長は、行吉学園における自己点検・評価の推進状況等について、理事会、評議員会に報

告する。 

（庶 務） 

第７条 推進委員会の事務は、学園企画室が行う。 

（規程の改廃） 

第８条 この規程の改廃は、理事会の議を経て理事長が行う。 

附 則 

この規程は､平成 5 年 4 月 1 日より施行する。 

附 則 

この規程は､平成 16 年 4 月 1 日より施行する。 

附 則 

この規程は､平成 17 年 4 月 1 日より施行する。 

附 則 

この規程は､平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は､平成 20 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は､令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 
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附 則 

この規程は､令和 8 年 3 月 31 日をもって廃止する。 
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行吉学園人権環境改善委員会規程【廃止】 

 

（目 的） 

第１条 学校法人行吉学園法人事務局の職務遂行等に必要な、安全かつ健全な環境を保持することを

目的として､法人事務局に行吉学園人権環境改善委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（組 織） 

第２条 委員長及び委員は理事長が委嘱し、委員会は次の委員をもって組織する。 

（1）法人事務局長 

（2）総務部長 

（3）学園企画部長 

（4）財務部長 

（5）入試広報部長 

（6）学園情報センター長 

（7）女子職員代表 １名 

２ 委員長及び委員の任期は 1 年とし､再任は妨げない。 

３ 委員長は､必要に応じて委員会を招集し､その議長となる。 

４ 委員長は､委員以外の者の出席を求めることができる。 

５ 委員長は､委員会で審議した事項については､理事長に報告しなければならない。 

６ 委員会の事務は､総務部長が行う。                

（任 務） 

第３条 委員会の任務は､次のとおりとする。 

（1）職員を対象とした､人権啓発のための研修の実施。 

（2）人権意識の普及、高揚のために必要な広報活動。 

（3）環境改善のために必要な調査。 

（4）人権にかかわる苦情の処理。 

（5）相談及び苦情を処理するための窓口の設置。 

（6）その他、安全でかつ健全である環境づくりの促進と保持に必要な事項。 

（ハラスメント調査委員会） 

第４条 委員会は､ハラスメントに関する調査の必要を生じた時は、ハラスメント調査委員会を設置

する。 

２ ハラスメント調査委員会の委員の選出は、本委員会で決定し、委員長より委嘱する。 

（調査委員会内規） 

第５条 ハラスメント調査委員会に関するその他必要事項は､別に定めるハラスメント調査委員会内

規による。 

（その他） 

第６条 この規程の改廃は、常任理事会の議を経て理事長が定める。 
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附 則 

この規程は､平成 13 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は､平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は､平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は､令和 2 年 6 月 26 日から施行し、令和 2 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則 

この規程は､令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は､令和 8 年 3 月 31 日をもって廃止する。 
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ハラスメント調査委員会内規【廃止】

 

 

行吉学園人権環境改善委員会規程第５条の規定に基づき、ハラスメント調査委員会の内規を 以下

のとおり定める。 

 

１ 委員会は、両性の委員で構成する。 

２ 委員会に委員長を置く。委員長は委員の互選とする。 

３ 委員長は、調査にあたっては､申し立ての意見を尊重しなければならない。 

４ 委員長は、調査のために必要があれば､当事者に聴取及び審問をすることができる。 

この場合は、当事者のプライバシー等の権利を十分に配慮しなければならない。 

５ 委員会の調査は、申し立て事実の当否を判断するために必要な範囲内に限定する。 

６ 委員会は、調査で知り得た情報を､関係者以外に漏らしてはならない。 

７ 委員会は、調査を終えた時、調査報告書を作成して行吉学園人権環境改善委員会委員長に 報告

しなければならない。 

８ 調査報告書には、理由を明示して意見を添えることができる。 

９ この内規の改廃は、常任理事会の議を経て理事長が行う。 

 

附  則 

この内規は、平成 13 年 4 月 1 日から施行する。 

附  則 

この内規は、令和 2 年 6 月 26 日から施行し、令和 2 年 4 月 1 日から適用する。 

附  則 

この内規は、令和 8 年 3 月 31 日をもって廃止する。 
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学校法人行吉学園入試・広報計画委員会規程【廃止】 

 

（目 的） 

第１条 学校法人行吉学園（以下「学園」という。）は、学生募集及び入学試験を機能的かつ円滑に行

うことにより、学園の永続的な発展を図るために、学校法人行吉学園入試・広報計画委員会（以下

「委員会」という。）を常任理事会の諮問機関として設置する。  

  

（審議検討事項） 

第２条 委員会は、次の各号に掲げる事項について審議検討する。 

（1）学園が設置する学校の学生募集に関する方法、募集媒体等広報戦略の基本方針の審議検討 

（2）学園が実施する入学試験に関する日程、試験種別及び合格予定者数等の基本方針の審議検討 

（3）その他学生募集、入学試験及び入試広報に関する重要事項の審議検討  

  

（組織等）  

第３条 委員会は、次の委員をもって組織する。 

 （1）理事（入試担当） 

（2）神戸女子大学長 

（3）副学長 

（4）事務局長 

（5）学部長 

（6）短期大学部長 

（7）入試統括責任者 

（8）入試広報部長 

（9）その他委員長が認めた教職員 

２ 委員長は理事（入試担当）が務めるものとする。 

３ 委員会は委員長が招集し、会議は委員長が主宰する。  

４ 委員会に、必要に応じてワーインググループを置く。ワーキンググループに関する規程は別に定

める。 

  

（実施手続） 

第４条 委員会の審議結果は神戸女子大学・神戸女子短期大学入学試験委員会に報告の上、委員長が

常任理事会に提案し、決定した後実施する。   

 

（事 務） 

第５条 委員会に関する事務は入試広報部で行う。 
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（規程の改廃） 

第６条 この規程の改廃は常任理事会の議を経て理事長が行う。  

  

附 則 

この規程は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 19 年 12 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する。  

附 則 

この規程は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和 4 年 11 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和 8 年 3 月 31 日をもって廃止します。 
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学校法人行吉学園入試・広報計画委員会ワーキンググループ規程【廃止】 

 

（目 的） 

第１条 この規程は、学校法人行吉学園入試・広報計画委員会規程第３条第４項に基づき、学校法人

行吉学園入試・広報計画委員会ワーキンググループ（以下「ワーキング」という。）を設置し、必要

な事項を定める。  

  

（所管事項） 

第２条 ワーキングは、入試・広報計画委員会の指示に基づき、次の各号に掲げる事項を教学的視点

から検討し、意見を述べるものとする。 

（1）入試制度における検討事項 

（2）広報活動における検討事項 

（3）その他必要な検討事項 

 

（組織等） 

第３条 ワーキングは、次の各号に掲げる構成員をもって組織する。 

（1）大学教員 １名以上 

（2）短大教員 １名以上 

（3）その他ワーキングの長が認めた者 

２ ワーキングの長及び構成員は、大学学長が指名する。 

  

（ワーキングの運営） 

第４条 ワーキングは、次の手続に基づいて運営する。 

（1）ワーキングは、ワーキングの長が召集する。 

（2）ワーキングは、ワーキングの長が討議事項を取りまとめる。 

（3）ワーキングが必要と認めた場合は、構成員以外の出席を求めて意見を聴くことができる。 

（4）ワーキングの審議内容について、入試広報部は議事録を作成する。 

（5）ワーキングの事務は、入試広報部が行う。 

 

（実施手続） 

第５条 ワーキングの検討結果は、ワーキングの長が学校法人行吉学園入試・広報計画委員会に報告

する。 

 

（規程の改廃） 

第６条 この規程の改廃は、常任理事会の議を経て理事長が行う。 

附 則 

この規程は、令和 4 年 11 月 1 日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和 8 年 3 月 31 日をもって廃止する。 
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【規程番号 行法Ⅱ－002】 

 

行吉学園賞罰委員会規程 

（趣 旨） 

第１条 学校法人行吉学園神戸女子大学就業規則、学校法人行吉学園神戸女子短期大学就業規則及び

学校法人行吉学園幼保連携型認定こども園神戸女子大学附属高倉台幼稚園就業規則（以下「就業規

則」という。）の規定に基づき、行吉学園賞罰委員会（以下「委員会」という。）について必要な事

項を定める。 

（審議事項） 

第２条 委員会は、理事長の諮問に基づき、次の事項を審議する。 

（1）就業規則に定める表彰に関すること。 

（2）就業規則に定める懲戒及び懲戒の種類に関すること。 

（3）審議結果にかかる学内告知の方法に関すること。 

（4）その他、表彰及び懲戒に関し理事長から諮問があった事項。 

（組 織） 

第３条 委員会は、次の者をもって構成する。 

（1）理 事（事務統括責任者） 

（2）学 長（神戸女子大学、神戸女子短期大学） 

（3）副学長（神戸女子大学、神戸女子短期大学） 

（4）教務事務部長 

（5）学生事務部長 

（6）総務企画部長 

（7）教員に係る前条の審議を行う場合は当該教員が所属する学部長等 

（8）その他理事長が指名する者 

２ 前項の委員を賞罰の対象とする委員会については、その対象者及び利害関係人は委員会に出席し、

審議に加わることができない。 

３ 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員長は理事（事務統括責任者）を、副委員長は神戸女子

大学長をもって充てるものとする。 

４ 委員長は、委員会の議長となる。 

５ 委員長に事故あるときは、副委員長がその職務を代行する。 

（委員会の招集） 

第４条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、委員総数の３分の２以上の委員から委員会に付すべき事項を示して委員会の招集を請

求されたときは、委員会を招集しなければならない。 

（定足数） 

第５条 委員会は、委員総数の３分の２以上が出席しなければ、会議を開き、議決することができな

い。 
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（議 決） 

第６条 委員会の議決は、出席委員の 3 分の 2 以上で決する。 

２ 教員（助手及び保育教諭を除く。）にかかる懲戒の議決に際しては、当該教員が所属する教授会の

意見を聴かなければならない。 

（弁明機会の付与等） 

第７条 委員会が必要と認めた場合及び賞罰の対象者が希望する場合は、本人又は関係者は委員会に

おいて弁明又は意見を述べることができる。 

（調査会の設置） 

第８条 委員長は、第 2 条に定める審議を行うにあたり、調査が必要と認める場合は調査会を設置す

ることができる。 

２ 調査会の構成員は、委員会の議を経て委員長が指名する。 

（答申等） 

第９条 委員長は、審議の結果を理事長に答申するものとする。 

２ 前項の答申は、理事長の諮問があってから、1 ヶ月を目途に行うものとする。 

３ 委員長は、理事長に対して、特に必要と認める場合は答申までの間、次の事項を勧告することが

できる。 

（1）懲戒の対象者に自宅待機を命じること。 

（2）懲戒の対象者からの退職願を受理しないこと。 

（不服審査） 

第 10 条 懲戒の対象者は、懲戒の内容に不服がある場合には理事長に理由を付して不服申し立てを

行うことができる。ただし、再度の不服申し立てはできないものとする。 

２ 前項の不服申し立ては、理事長の懲戒決定通知を受理してから 10 日以内に文書をもって行わな

ければならない。 

３ 理事長は、前項に定める不服申し立てを受理したときは委員会に再審査を諮問するものとする。 

（再審査） 

第 11 条 委員会は、前条第３項に定める諮問があったときは、諮問があった日から 14 日以内に再審

査を行わなければならない。 

２ 再審査は、この規程の定めに基づき行うものとする。 

（他の委員会との調整） 

第 12 条 行吉学園人権環境改善委員会、神戸女子大学・神戸女子短期大学人権環境改善委員会は、

当該委員会の審議事項が第２条第２号に規定する事項に該当するおそれがある場合には、当該委員

会の審議を14日以内に終え、その審議結果を速やかに理事長又は学長に報告するものとする。 

（会議の公開等） 

第 13 条 委員会の会議及び議事録は、公開しない。 

（事 務） 

第 14 条 委員会の事務は、総務課（総務人事担当）において行う。 

（規程の改廃） 

第 15 条 この規程の改廃は、常任理事会の議を経て理事長が行う。 
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  附 則 

この規程は、平成 18 年 9 月 8 日より施行する。 

  附 則 

この規程は、平成 19 年 11 月 7 日より施行する。 

附 則 

この規程は、令和 2 年 6 月 26 日より施行し、令和 2 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則 

この規程は、令和 3 年 4 月 1 日より施行する。 

附 則 

この規程は、令和 4 年 4 月 1 日より施行する。 

附 則 

この規程は、令和 6 年 4 月 1 日より施行する。 

附 則 

この規程は、令和 8 年 4 月 1 日より施行する。 

  附 則 

この規程は、令和 8 年 7 月 1 日より施行する。 
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【規程番号 行法Ⅱ－003】 

 

工事請負契約等業者選定委員会規程 

 

（目 的） 

第１条 契約事務のより適正な執行を図り、予算の効率的な執行に資するために、工事請負契約等業

者選定委員会を設置する。 

（所管事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項で１件の契約金額が 1 千万円以上のものを審査する。 

 （1）指名競争入札及び随意契約の運営に関する事項 

 （2）工事の請負契約（工事用の原材料の買入れ契約を含む。以下同じ）若しくは測量、地質その他

の調査、建築一式工事、管工事若しくは電気工事の設計若しくは監理、建設コンサルタント業務

（土木建築工事に関する調査、企画、立案又は助言を行うことの請負又は受託の業務をいう。） 

（指名競争入札） 

第３条 工事請負の契約をする場合は、原則として指名競争入札により業者を選定することとする。 

２ 指名競争入札により契約を締結しようとするときは、当該入札に参加させようとする者を原則と

して３人以上指名する。 

（随意契約） 

第４条 前条に規定する指名競争入札によりがたいときは、随意契約とすることができる。 

２ 随意契約は、次の各号に掲げる場合とする。 

（1）緊急の必要により競争入札に付することができないとき。 

（2）競争入札に付することが不利と認められるとき。 

（3）時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき。 

（4）競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき。 

（組 織） 

第５条 委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。 

（1）理事（事務統括責任者） 

（2）総務企画部長 

（3）財務企画部長 

２ 委員会に委員長を置く。 

３ 委員長は、理事（事務統括責任者）をもって充てる。 

（会 議） 

第６条 委員会は、委員長が召集する。 

２ 委員会は、過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは委員長の決するところによる。 

（持ち回り審議） 

第７条 議事事項について急施を要するため、委員長が委員会を招集する暇がないと認めるときは、

持ち回りによる審議をすることができる。 
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（秘密の保持） 

第８条 委員会の会議に参加した者は、議事の経過を外部に漏らしてはならない。 

（議事の記録） 

第９条 委員会の審議は、議事録に記録しておかなければならない。 

（幹 事） 

第 10 条 委員会に幹事を置く。 

２ 幹事は、施設管財課長をもって充てる。 

３ 幹事は、委員会が審議する契約案件等の資料を準備する。 

（庶 務） 

第 11 条 委員会の庶務は、施設管財課において行う。 

 

    附 則 

この規程は、平成 17 年 5 月 1 日から施行する。 

    附 則 

  この規程は、平成 19 年 2 月 15 日から施行する。 

    附 則 

  この規程は、平成 19 年 6 月 1 日から施行する。 

附 則 

  この規程は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

  この規程は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

  この規程は、令和 8 年 4 月 1 日から施行する。 

    附 則 

この規程は、令和 8 年 7 月 1 日から施行する。 
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【規程番号 行法Ⅱ－004】 

行吉学園人事評価会議規程 

 

（趣 旨） 

第１条 この規程は、学校法人行吉学園（以下「学園」という。）が行吉学園職員人事等級規程に基づ

く昇格及び人事考課制度を実施するにあたり設置する行吉学園人事評価会議（以下「会議」という。）

の組織及び運営について、必要な事項を定めるものとする。 

（審議事項） 

第２条 会議は、次に掲げる事項を審議する。 

（１）行吉学園職員人事等級規程に基づく昇格の審査に関すること 

（２）人事考課結果の調整に関すること 

（３）目標管理制度における設定目標の判定及び達成した成果の評価に関すること 

（４）前３号に掲げるもののほか、職員の人事評価に関して、理事長が必要と認めること 

（組 織） 

第３条 会議は、議長及び議員をもって構成する。 

２ 議長は、指定職にある者をもって充て、理事長が指名する。 

３ 議員は、指定職及び８級の等級にある者（相当の職に就く者を含む）とする。 

（議長の職務） 

第４条 議長は、会議を代表し、会務を総理する。 

２ 議長に事故あるとき、又は議長が欠けたときは、あらかじめ議長が指名する議員がその職務を代

理する。 

（会 議） 

第５条 会議は、議長が招集し、会議を運営する。 

２ 会議は、議員の３分の２以上の出席がなければ開催することができない。 

３ 審査及び調整等の審議は、出席議員の過半数で決するものとする。 

（資料の提出） 

第６条 会議は、人事考課結果等の審査、検証、調整等のために必要と認めるときは、当該職員の考

課者に対して資料の提出を求めることができる。 

２ 考課者は、前項に規定する資料等の提出の求めがあったときは、これに応じなければならない。 

（審議結果等の申告） 

第７条 議長は、第２条の規定により審議した内容や評価結果を理事長に上申する。 

（会議の事務） 

第８条 会議の事務は、総務課（総務人事担当）において処理する。 

（補 則） 

第９条 この規程に定めるもののほか、会議の運営に必要な事項は、議長が別に定める。 

（改 廃） 

第10条 この規程の改廃は、常任理事会の議を経て理事長が行う。 

 

附 則 

この規程は、令和 5 年 6 月 21 日から施行し、令和 5 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則 

この規程は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 
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この規程は、令和 8 年 4 月 1 日から施行する。 


